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論文内容の要旨
本研究は、既存の環境共生型住宅事例と一般の集合住宅を比較対象として、居住者が環境に配慮、した生活を送るこ
とができる集合住宅の設計手法の基礎資料を得ることを目的として、既存の環境共生型住宅の総合的な整理を行い、
既存の複数の環境共生型集合住宅事例と一般の集合住宅とを対象とした、居住者の意識に重点を置いた考察を行うこ
とにより、居住者が環境に配慮した生活を送ることができる集合住宅の設計手法を考察した。
第 1 章は、研究目的や研究方法などを述べずとほか、既往の文献の整理を行った。
第 2 章では、グァナキュラー住宅の整理、京都の町家と聴竹居、タイの水上住宅の環境共生的要素の整理すること
によって、環境共生住宅の設計手法を考える上での活用点と問題点を探り、今後の環境共生型住宅の計画に可能な手
法の手がかりを得た。
第 3 章では、環境共生型住宅の補助・認定・評定・表彰制度の整理、供給側の考えをヒアリング結果から分析した。
第 4 章は、環境共生型住宅と一般の集合住宅において、環境に配慮、した生活を促すための細かな要素を、両住宅に
言えること、環境共生型住宅に言えること、一般の住宅に言えることの 3 つに整理し、それぞれの環境に配慮した生
活を促進させる上での要素を整理した。
第 5 章では、環境共生手法の事例を種類や所在地・事業主体・用途・竣工年の面から分析することで、環境共生手
法別の傾向を探り、その結果をもとに環境共生手法の分類と共に事例の分類を行い、その特徴を明らかにした。さら
に手法分類をクラスター分析により、事例は五つに分類し、各分類の特徴も明らかにした。
第 6 章では、環境に配慮した生活を誘導し得る集合住宅の設計手法の基礎資料を得ることを目的とし、多くの環境
共生手法を採用しているこつの環境共生住宅を対象にヒアリングとアンケート調査の結果の整理・分析を行った。そ
の結果、環境共生住宅であると知った時期と環境共生手法の認知状況の関係、環境共生手法の認知状況とその効果へ
の評価の関係をそれぞれでまとめ、環境共生手法の評価、環境共生住宅の利点、問題点をまとめた。
第 7 章では、支援システムを重視した事例を対象として、ハード面だけでなく、ソフト面が、環境により配慮、した
生活を誘導するうえで、どのように影響しているか、居住者による居住環境の評価等をもとに分析し、考察した。
第 8 章では、以上の結果をまとめ、提案を行い、今後の課題をあげた。
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論文審査の結果の要旨
現在、様々な分野で環境保全への取り組みがなされている。建築の分野におけるその試みのーっとして、環境共生
型住宅が挙げられる。本論文は、既存の環境共生型住宅事例と一般の集合住宅を比較対象として、今後の環境共生型
住宅の方向性、環境に配慮、した生活を促進させるための要素、既存の環境共生型集合住宅の問題点と利点を明らかに
し、今後の環境共生型住宅の設計手法を提案したものである。本研究の成果を要約すると次の通りである。
(1) 環境共生型集合住宅の居住者、および、一般集合住宅の居住者による、環境に配慮した生活に対する意識調査
をもとに、環境に配慮した生活を促進させるための要素を抽出している。
(2) 環境共生型住宅を、環境共生手法の種類や所在地・事業主体・用途・竣工年の面から分析することで、環境共
生手法別の傾向を探り、その結果をもとに事例の分類と環境共生手法の分類を行っている。
(3) 多くの環境共生手法を採用している二つの環境共生型集合住宅の居住者の意識調査から、環境共生型住宅であ
ると知った時期と環境共生手法の認知状況の関係、および環境共生手法の認知状況とその効果への評価の関係
を明らかにし、集合住宅設計における環境共生手法の評価、環境共生型住宅の利点、と問題点を指摘している。
(4) 環境に配慮した生活に対する支援システムを重視した事例を対象として、環境により配慮した生活を誘導する
うえで、支援システムがどのように影響しているかを、居住者による居住環境の評価等をもとに分析・考察を
行っている。
(5) r環境共生手法の認知・評価の向上」、「緑化J 、「通風・採光」、「階段の使用の促進」の四つに分けて環境共生
型集合住宅に対する計画上の提案を行っている。
以上のように、本論文は今後の環境共生型住宅の方向性、環境に配慮、した生活を促進させるための要素、ならびに
既存の環境共生型集合住宅の利点、と問題点を明らかにし、今後の環境共生型住宅の設計手法のあるべき姿を示唆する
ものとなっている。よって本論文は博士論文として価値あるものと認める。
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